
2026 年 6 月７日 

 

 

 

国際法学会 2026 年度（第 129 年次）研究大会ご案内 

 

 

このたび、本年度の研究大会を次の通り開催いたします。 

ご多用と存じますが、万障お繰り合わせの上、ご出席いただきますよう  

お願い申し上げます。 

 

 

 

一般財団法人 国際法学会 

代表理事  新井 京 

 

 

 

 

 

 

開催日 2026 年 9 月 3 日（木）・4 日（金）・5 日（土） 

会 場 富山国際会議場 

〒930-0084 富山県富山市大手町 1-2 

<https://www.ticc.co.jp> 

※会場へのアクセスは、同封のご案内をご覧ください。 
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大会プログラム 

 

 

第 1 日 9 月 3 日（木） 受付開始 13 時 

 

◇ 午後の部（14 時～17 時 30 分） 場所 3 階メインホール 

全体会合「先端技術と国際社会」 

座長 名古屋大学教授 横溝 大 

 

1  人工知能が国際法学・実務に与える影響 

 京都大学教授 濵本 正太郎 

 

2  情報通信技術の発展と国家管轄権―デジタル時代における国家権力の再編 

 神戸大学教授 竹内 真理 

 

3  メタバースと国際私法 

 成蹊大学教授 羽賀 由利子 

 

4  国境管理のテクノロジー化：実態・構造・帰結 

 中央学院大学教授 川久保 文紀 

 

 

理事会（18 時～21 時） 場所 2 階特別会議室 
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第 2 日 9 月 4 日（金） 受付開始 9 時 30 分 

 

◇ 午前の部（10 時～13 時） 場所 3 階メインホール 

<The Honourable Shigeru Oda Commemorative Lectures>  

“Crisis of International Law” 

Chair FURUYA Shuichi, Professor, Waseda University 

 

1  Double Standards in International Law 

Anne Peters, Professor, Dr Dr h.c. mult. 

Max Planck Institute for Comparative Public Law and Public International Law 

 

2  Absolute Dysfunction or Normative Resilience?  

Reassessing the UN Collective Security System in a Time of UN Crisis 

 MARUYAMA Masami, Professor, Yamagata University 

 

3  Crises in International Organizations? Humanitarian Governance from Within 

 AKAHOSHI Sho, Associate Professor, Kobe University 

 

           

◇ 午後の部（14 時 30 分～17 時 30 分） 

第１分科会「主権免除制度の変容」 

座長 早稲田大学教授 河野 真理子 

 

1  国際法からみた主権免除：国家の裁判権免除の機能不全について 

 名古屋大学教授 水島 朋則 

 

2  執行免除の構造的変容—拡大と制限の攻防— 

 大阪工業大学教授 松井 章浩 

 

3  外国裁判所による裁判権免除の判断と国際私法 

 金沢大学講師 田村 侑也 

 

4  国際政治学からみた主権免除—規範の拡散と論点の変容 

 東洋学園大学教授 竹内 雅俊 

 

コメンテーター 
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 成城大学教授 坂巻 静佳 

 

 

第 2 分科会 ＜国際交流委員会パネル＞   

“International Law and the Governance of Advanced Technologies” 

Chair NISHI Taira, Professor, Kansai University 

 

1  Digital Resilience, Digital Sovereignty and Sovereign AI Regulatory 

Frameworks: International Cooperation and National Regulatory Models 

WENG Wesley Yi-Hung, Professor, Shih Hsin University 

 

2  Governance of Digital Platforms and Countering Disinformation:  

International Cooperation and National Regulatory Frameworks 

HONG Wei-Sheng, Adjunct Assistant Professor, National Taipei University 

CHEN Yaw-Shyang, Assistant Professor, National Taipei University 

 

Discussants  

 FUKUSHIMA Ryoshi, Associate Professor, Otemon Gakuin University 

 

MEGURO Maiko 

Head, Data Free Flow with Trust/Senior Policy Analyst of the OECD 

 

 

第 3 分科会 公募個別報告 

座長 名古屋大学教授 前田 直子 

 

1  個人の国際法上の権利侵害に関する国家間請求の重層的構造 

 拓殖大学准教授 土屋 志穂 

 

2  国際人権法を通じた難⺠法解釈の可能性と課題： 

ノン・ルフルマン原則による国家主権の制約を中心に 

 富山大学教授 安藤 由香里 

 

3  気候変動に関する国際司法裁判所の勧告的意見の評価 

 外務省在ドミニカ共和国日本大使館特命全権大使 早川 修 
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会員総会（17 時 40 分～18 時 10 分） 場所 3 階メインホール 

 

 

懇親会（18 時 30 分～20 時 30 分） 場所 ANA クラウンプラザホテル富山３階「鳳」 
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第 3 日 9 月 5 日（土） 受付開始 9 時 30 分 

 

◇ 午前の部（10 時～13 時） 

第 4 分科会「国際社会における『責任』の現在」 

座長 関西大学客員教授 小畑 郁 

 

1  国家責任法の現在 

 東京大学教授 西村 弓 

 

2  第三国による国家責任追及をめぐる法の現状 

 龍谷大学教授 山田 卓平 

 

3  国際組織の「責任」の現在： 

アカウンタビリティの観点からみた国際組織責任条文批判を踏まえて 

 武蔵野大学教授 佐俣 紀仁 

 

4  What Is and Isn't the Responsibility to Protect?  

Norm Structure and Norm (Mis)Application 

 北九州市立大学准教授 政所 大輔 

 

 

第 5 分科会 公募個別報告 

座長 大阪大学教授 和仁 健太郎 

 

1  国際刑事裁判所における補完性原則の機能の展開： 

国際コントロールの観点から 

 一橋大学講師 長澤 宏 

 

2  国際刑事裁判所の管轄権の「調和」をめぐる法的問題： 

侵略犯罪に関するカンパラ改正レビューを契機として 

 在オランダ日本国大使館専⾨調査員 後藤 主樹 

 

3  常任理事国の拒否権行使の制限をめぐる規範的展開とその法的意義 

—人道に対する犯罪に関わる２つの事例の比較を通じて— 

 近畿大学准教授 瀬岡 直 
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第６分科会「今日の海上軍事・法執行措置の国際法による規律可能性」 

座長 早稲田大学教授 瀬田 真 

 

1  「麻薬戦争」の文脈における海上軍事・法執行活動の法的評価 

 中京大学准教授 保井 健呉 

 

2  国際武力紛争における敵商船と中立商船の区別 

 海上自衛隊幹部学校教官 佐藤 幸輝 

 

3  現代の海洋統制措置に対する国際法上の評価 

 防衛大学校准教授 浦口 薫 

 

4  海上武力紛争法における海域支配の意義： 

海底ケーブルの特別な保護に関する構想を手がかりに 

 上智大学教授 石井 由梨佳 

 

 

◇ 午後の部（14 時 30 分～17 時 30 分） 

第 7 分科会「国際法・国際制度の形成における日本の国際法実務家の貢献」                               

座長 国際教養大学教授 豊田 哲也 

 

1  1899 年から 1914 年までの常設仲裁裁判所に対する日本の法務外交官の貢献 

 帝京大学教授 喜多 康夫 

 

2  戦間期日本外交における国際法実務家：杉村陽太郎を中心に 

 東京大学助教 番定 賢治 

 

3  戦間期日本における集団安全保障体制と立作太郎： 

国際法実務家は外交史のアクターとなりえるか？ 

 成蹊大学准教授 樋口 真魚 

 

4 戦間期日本における国際法実務家の役割—不戦条約を中心に 

 久留米大学准教授 西嶋 美智子 
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第８分科会「武力紛争の第三国としての・当事国化を想定しての日本の国際法政策： 

戦後 80 年をふりかえって」 

座長 世界人権問題研究センター客員研究員 薬師寺 公夫 

 

1  日本の防衛法制からみた国際法学 

 京都大学教授 仲野 武志 

 

2  武力紛争法適用事態に関する日本の認識—安全保障法制･集団的自衛･拡大核

抑止から共同当事国(交戦国)化とその法的帰結を考える— 

 大阪学院大学教授 真山 全 

 

3  日本の国連集団安全保障政策と中立 

 神戸市外国語大学准教授 広見 正行 

 

4  武力紛争法上の文⺠保護活動と日本の国内実施 

―国⺠保護法との関係を中心に— 

 神戸大学講師 松山 沙織 

 

5  「外国人戦争犯罪者」と出入国管理法制 

 東北大学特任客員教授 尾﨑 久仁子 
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＊ 会員の方は、同封の「参加登録のご案内」をご参照の上、申込み専用 WEB サイト

より 8 月 24 日（月）17 時までに参加をご登録ください。懇親会と宿泊も併せて

お申込みいただけます （お弁当の申込みはお受けしませんので、会場周辺の飲食店

などをご利用ください）。 

＊ レジュメ・資料集は国際法学会ホームページ研究大会特設ページに事前に掲載しま

す。パスワードは登録料をご入金された方宛のメールにて研究大会の約 1 週間前に

ご案内します。 

＊ 今回の研究大会はオンライン参加およびオンデマンド配信ビデオの視聴が可能で

す（参加登録した会員限定）。アクセス方法は別紙「お知らせ：オンライン参加お

よびオンデマンド配信ビデオのアクセス情報について」をご参照ください。 

＊ 質疑応答は原則としてオンライン上で行います。スマートフォン、タブレット端末、

ノートパソコンなどをご持参ください。会場内では Wi-Fi をご利用いただけます。 

＊ 2 日目および 3 日目の分科会の会場は、研究大会初日までに研究大会特設ページを

通じてお伝えし、会場内でもご案内いたします。 

 

＊ 非会員の方で傍聴をご希望の方は、8 月 24 日（月）17 時までに学会 HP の申込

みフォームからご登録ください。傍聴料（一般・院生 1 日 4,000 円、学部学生 1 

日 2,000 円）は、登録時の案内にしたがって事前にお支払いください。 

＊  学会会費（一般会員 10,000 円、学生会員 （院生を含む）7,000 円、維持会員 30,000 

円 （1 口））は、すべて銀行振込で納入していただくことになっております。大会期

間中の会場での納入はできません。 

＊ 新たに入会をご希望の方は、7 月 31 日（金）までに、学会ホームページ上の「オン

ライン入会フォーム」よりお申込みください。入会の許否は９月３日（木）開催の

理事会で決定されます。入会手続中の方で研究大会に参加をご希望の方は、本会会

員係（学会支援機構 国際法学会係）からの案内にしたがって、参加登録料を事前

にお支払いください（一般会員入会申込者 6,000 円、学生会員入会申込者 2,000 円）。 

＊ 学生会員の場合は、年度毎に学会支援機構まで在学証明書をお送りいただく必要が

あります。在学を証明する文書またはそのコピーを、本会会員係までメール（jsil＠

asas-mail.jp）、FAX （03-5981-6012）または郵送（宛先：〒112-0012 東京都文京区

大塚 5-3-13 3F 学会支援機構 国際法学会係）でご提出ください。在学証明書を提

出できない方は、一般会員の学会会費をお支払いください。 

 

＊ 研究大会の実施に関するお問い合わせは、以下にお願い申し上げます。 

研究大会運営委員長 阿部 達也 

    Email: t12891＠aoyamagakuin.jp  


